
「在留外国人への情報伝達に関する調査～地震・津波対策を中心として～」の
調査結果を公表
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令和4年3月25日
中部管区行政評価局調査の概要

総務省中部管区行政評価局は、 「在留外国人への情報伝達に関する調査～地震・津波対策を中心として～」を実施しました。

この調査は、地震・津波が発生した際に、行政機関から外国人に、迅速かつ的確に身を守る行動をとるために必要な情報を届けることが

できるよう、調査に先駆けて愛知県（以下「県」という。）在住の220人の在留外国人（以下「外国人」という。）に対して、災害情報について、入

手方法、言語情報などへの意識を調べたのち、これら外国人の意識や行動に対応した取組が地方公共団体でなされているか実態を把握し、

重要と考えられる課題や積極的な取組事例を取りまとめたものです。

実施期間：令和3年7月～令和4年3月

対象機関：愛知県及び同県内の6市（名古屋市、豊橋市、岡崎市、豊田市、西尾市、小牧市）
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【意識等調査の概要】

意識等調査の対象：当局が調査を委託した事業者のモニターのうち、愛知県内に在住する220人の外国人を対象に実施

回答者の内訳：国籍別内訳：ベトナム人57人、フィリピン人53人、ブラジル人 50人、中国人 50人、その他の国籍等の外国人10人

在留資格別内訳：永住者53人、技術・人文知識・国際業務34人、技能実習29人、留学29人、定住者24人、日本人の配偶者等12人、

家族滞在11人、特定技能10人、永住者の配偶者等9人、特別永住者3人、その他6人
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1 災害に関する情報の外国人への伝達方法

意識等調査の結果

外国人の災害発生時における情報入手方法の希望については、インターネット接続を必要とする方法（防災アプリ、SNS、ウェブサイト、メール等）を希望する

者が68.2％であった。一方で、インターネット接続を必要とする方法を希望する外国人のうち、通信環境が悪化することが想定される災害発生時においても安定

して利用ができるWi-Fiについて災害発生時に無料で開放されるものが用意されていることを知らない者が51.3％であった。 参考資料1 図表1及び3参照

主な調査結果

外国人への情報伝達方法の活用状況

外国人が希望するインターネット接続を必要とする方法（①防災アプリ、②SNS、③ウェブサイト、④メール）の活用状況を確認したところ、県及び調査対象6市
全てで活用されている状況がみられた。

参考資料2 図表1参照

災害発生時にWi-Fiを無料で開放する取組の実施状況
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意識等調査の結果

外国人が災害発生時において情報を入手する際の言語の希望については、母国語（英語以外）を希望する者が90.5％、やさしい日本語を希望する者が85.5％となっており、

日本語を希望する者は79.6%と英語を希望する者の79.1%とほぼ同数であった。

主な調査結果

やさしい日本語について

県及び調査対象6市におけるやさしい日本語の活用状況を確認したところ、県及び調査対象6市全てにおいて、各種の情報伝達方法によりやさしい日本語が活用さ
れている状況がみられた。

また、当局が実施した意識等調査の結果、希望する者が多かったインターネット接続を
必要とする情報伝達方法のうち、県及び調査対象6市全てで実施されている情報伝達手段で
あるSNS及びウェブサイトにおいて、やさしい日本語が活用されている状況がみられた。

さらに、やさしい日本語の活用にあたって、県及び調査
対象6市から以下の意見があった。

人員や時間の問題から翻訳が可能な外国語は限定さ
れるため、翻訳できない外国語を母国語とする者に
とって、やさしい日本語は有用であると考える。

外国語への翻訳に係る専門知識を有しない者であっ
ても通常の日本語からやさしい日本語への変換が可能
であるため、外国語に翻訳するより迅速な情報伝達が
可能であると考える。
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参考資料1 図表5参照

主な調査結果

絵・写真の活用状況
【豊橋市がフェイスブック
に投稿した津波の絵】

動画の活用状況

標識におけるピクトグラムの活用状況
【標識におけるピクトグラムの更新例（名古屋市）】



参考資料1意識等調査の主な結果
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図表1 災害発生時における情報の入手方法

方法については、①防災アプリ、②SNS、③ウェブサイト、
④メール、⑤母国のテレビ、ラジオ（インターネットテレビ・
ラジオを含む）の、インターネット接続を必要とする方法を
希望する者が68.2%となっていました。
また、これら五つの方法を選んだ主な理由は、「普段から情報を得

ており、情報を得やすいから」、「情報が分かりやすく整理されている
から」でした。

図表2
災害発生時における情報の入手先

入手先については、 行政機関（32.7％）、 職場や高校・
大学（20.5%）となっていました。
また、行政機関を選んだ理由は、 「情報がわかりやすく整理され

ているから」と「信頼性が高いから」でした。
一方で、職場や高校・大学を選んだ理由は、「普段から情報を得

ており、情報を得やすいから」でした。
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災害発生時におけるインターネット環境についての認識

図表1でインターネット接続を必
要とする五つの方法を希望した
者のうち、51.3％が災害発生時に
利用できる無料Wi-Fiが用意され
ていることを知りませんでした。

図表4
災害発生時における情報の言語

災害発生時の情報に関して、
言語については、母国語（英語
以外）を希望する（注）者が
90.5％、やさしい日本語を希望す
る者が85.5％となっており、日本
語と英語を希望する者はほぼ同
数でした。

（注） 「特に希望する」、「どちらかとい
えば希望する」を合算しています。

図表5



参考資料2県及び調査対象6市に対する実地調査の主な結果

図表1 外国人が希望するインターネット接続を必要とする情報伝達方法の活用状況

（注）1 当局の調査結果による。
2 当該情報伝達方法（種別）の方法を活用している市については「○」、活用していない市については「×」としている。

外国人が希望するインターネット接続を必要とする方法（①防災アプリ、②SNS、③ウェブ
サイト、④メール）の活用状況を確認したところ、県及び調査対象6市全てで活用されている
状況がみられた。
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情報伝達方法 

（種別） 
情報伝達方法の名称 

愛

知

県 

名

古

屋

市 

豊

橋

市 

岡

崎

市 

豊

田

市 

西

尾

市 

小

牧

市 

①防災アプリ 
（豊橋市）防災アプリ「ハザードン」 

（西尾市）西尾市防災アプリ 
× × ○ × × ○ × 

②SNS 

（フェイスブッ

ク、ツイッタ

ー、ライン等） 

県・市・国際交流協会・国際センターの SNS ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

③ウェブサイト 

（愛知県）災害多言語支援センターHP 

（愛知県国際交流協会 HP内に開設） 

（6市）市 HP、国際交流協会・国際センターHP等 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

④メール 

（豊橋市）豊橋ほっとメール 

（岡崎市）おかざき防災緊急メール「防災くん」 

（豊田市）緊急メールとよた 

（小牧市）小牧市防災情報メール 

× × ○ ○ ○ × ○ 

 



（注）1 本表は「在留外国人統計」（令和3年6月末時点 法務省）に基づき当局が作成した。
2 割合については、小数点以下第二位を四捨五入しているため、合計が100とならない場合が
ある。

（単位：人、％）
区分 第一位 第二位 第三位 第四位 第五位以下 合計 

愛

知

県 

国籍 ブラジル 中国 ベトナム フィリピン その他の国籍  

人数 59,536 46,454 44,422 38,965 80,308 269,685 

割合 22.1 17.2 16.5 14.4 29.8 100.0 

言語 ポルトガル語 中国語 ベトナム語 フィリピノ語 その他の言語  

名

古

屋

市 

国籍 中国 韓国 ベトナム フィリピン その他の国籍  

人数 23,176 14,739 10,441 9,472 24,605 82,433 

割合 28.1 17.9 12.7 11.5 29.8 100.0 

言語 中国語 韓国語 ベトナム語 フィリピノ語 その他の言語  

豊

橋

市 

国籍 ブラジル フィリピン 中国 ベトナム その他の国籍  

人数 8,733 3,937 1,331 1,206 3,732 18,939 

割合 46.1 20.8 7.0 6.4 19.7 100.0 

言語 ポルトガル語 フィリピノ語 中国語 ベトナム語 その他の言語  

岡

崎

市 

国籍 ブラジル ベトナム フィリピン 中国 その他の国籍  

人数 4,138 1,959 1,828 1,646 2,754 12,325 

割合 33.6 15.9 14.8 13.4 22.3 100.0 

言語 ポルトガル語 ベトナム語 フィリピノ語 中国語 その他の言語  

豊

田

市 

国籍 ブラジル ベトナム 中国 フィリピン その他の国籍  

人数 6,804 2,683 2,441 2,027 4,189 18,144 

割合 37.5 14.8 13.5 11.2 23.1 100.0 

言語 ポルトガル語 ベトナム語 中国語 フィリピノ語 その他の言語  

西

尾

市 

国籍 ブラジル ベトナム フィリピン インドネシア その他の国籍  

人数 3,669 2,755 1,404 665 1,688 10,181 

割合 36.0 27.1 13.8 6.5 16.6 100.0 

言語 ポルトガル語 ベトナム語 フィリピノ語 インドネシア語 その他の言語  

小

牧

市 

国籍 ブラジル ベトナム フィリピン 中国 その他の国籍  

人数 3,282 1,758 1,463 1,022 2,708 10,233 

割合 32.1 17.2 14.3 10.0 26.5 100.0 

言語 ポルトガル語 ベトナム語 フィリピノ語 中国語 その他の言語  

 

図表2 外国人が希望するやさしい日本語の活用状況

（注）1 当局の調査結果による。
2 本表は災害発生後、地方公共団体において職員の非常参集体制が整った後の段階
における多言語化の実施状況を整理したものであり、「○」は当該言語を活用して
いるもの、「×」は当該言語を未活用のものを示す。

3 フィリピノ語にはタガログ語を含む。
4 「その他の言語」には韓国語が含まれている。
5 「その他の言語」にはインドネシア語が含まれている。

外国人が希望するやさしい日本語の活用状況を確認したところ、
県及び調査対象6市全てにおいて、各種の情報伝達方法により活
用されている状況がみられた。
なお、（参考）のとおり、外国語による多言語化の実施状況を確認したところ、県

及び調査対象6市全てにおいて域内の外国人数の上位70%以上を占める国籍の母国
語による多言語化が実施されている状況がみられた。

（参考）国籍別外国人数及び当該国籍の母国語地方公共
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名古屋市 

名古屋国際センターHP ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○（注 4） 

名古屋国際センターSNS ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○（注 4） 

名古屋市緊急ラジオ放送 ○ ○ ○ ○ × × × 

同報無線テレホンサービス × ○ × ○ × × ○（注 4） 

豊橋市 

豊橋市メール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

豊橋市 HP × ○ ○ ○ × × ○ 

豊橋市国際交流協会 HP ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 

豊橋市防災アプリ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

豊橋市多文化共生・国際課 SNS ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

防災行政無線 ○ × × × × × × 

広報車 ○ × × × × × × 

電話窓口等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

岡崎市 

岡崎市メール ○ ○ ○ ○ × × × 

岡崎市国際交流協会 HP ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

岡崎市国際交流協会 SNS ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

豊田市 

豊田市メール ○ ○ ○ × × × ○ 

豊田市 SNS ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

豊田市国際まちづくり推進課 SNS ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

豊田市 HP ○ ○ ○ ○ × × ○ 

豊田市国際交流協会 HP ○ ○ ○ ○ × × × 

電話窓口等 ○ ○ ○ ○ × × ○ 

西尾市 

西尾市防災アプリ × ○ ○ ○ ○ × × 

西尾市地域つながり課 SNS ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○（注 5） 

西尾市 HP ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

西尾市外国人向け YouTubeチャンネル ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

小牧市 

小牧市メール × ○ ○ ○ × × ○ 

小牧市 HP × ○ ○ ○ ○ × ○ 

小牧市多文化共生推進室 HP ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

小牧市 SNS ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

小牧市国際交流協会 SNS ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

災害時外国人支援ボランティア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

愛知県 

愛知県多文化共生推進室 SNS ○ × ○ × × × × 

災害多言語支援センターHP（愛知県国際交流

協会 HP内に開設） 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

計 33 28 30 30 29 20 19 26 
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